
 

 

 
 

2022 年 8 月  www.bdo.com.hk 

 

受動的所得に関する国外源泉所得非
課税制度修正案（日本語参考訳） 

 
政府は、二重課税に対する欧州連合（EU）の懸念に対処するため、受動的所

得に対する香港の国外源泉所得非課税（FSIE）制度を修正するための内国歳入

法（IRO）改正案を発表しました。コンサルテーションペーパーでは、修正

FSIE 制度の主要な特徴を概説し、企業が現段階で知っておくべき内容を議論

しています。詳細については、BDO の担当者までお気軽にお問い合わせくだ

さい。 

出発点 

修正 FSIE 制度の下では、対象納税者が香港で受け取った対象範囲内のオフシ

ョア受動的所得は、所定の要件を満たさない限り、香港が源泉であるとみな

され、事業所得税が課されます。ここで「オフショア」とは、香港の事業所

得税規則に基づくオフショアを意味します。 

誰が対象となるか？ 

多国籍企業(MNE)グループの構成企業が、対象納税者となります。コンサルテ

ーションペーパーでは、経済協力開発機構が公布した世界的税源浸食防止ルー

ルの中の'MNE グループ'の定義や関連用語に言及していますが、コンサルテー

ションペーパーで使用されている文言では、適用対象となる MNE グループの

収益基準値が明確にされていません。最終的な FSIE 規則が公表された際に、

対象納税者の定義を慎重に確認する必要があります。
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どのような所得が対象となるか？ 

利息収入、知的財産（IP）収入、配当あるいは株式や

持分に関する収益（譲渡益）といったオフショアの受

動的所得が、対象の所得となります。 

製造業、貿易業、サービス業からの能動的所得につい

ては、従前の FSIE 制度から変更はありません。 

 

 

課税のタイミングはいつか？ 

コンサルテーションペーパーは、香港で対象となる所

得を受け取り、受取人である対象納税者が所定の要件

（後述）を満たしていない場合、その所得は課税対象

とみなされると提案しています。これは、所得受取時

に課税が発生することを示唆しているように思われま

す。しかし、一般的に、所得は会計上の発生主義に基

づいて課税されます。したがって、FSIE 規則が公表さ

れた際には、この点にも十分な注意が必要です。

 

FSIE 規則はどう機能するか？ 

コンサルテーションペーパーで議論された FSIE 制度の主な特徴によると、対象となる所得を香港で受け取り、受取人

が対象納税者である場合、経済的実体、資本参加免税、ネクサスアプローチの要件が満たされる場合にのみ、事業所

得税免除または優遇措置が適用されます。   

所得の種類によって、以下のように異なるテストが適用されます。 

 

 
 

 
 
 
 
 

 

 

 

利息収入 
経済的実体の要件を満たさない対象納税者が香港で受

け取る利息収入は、課税対象とみなされます。 
 
配当収入 
経済的実体の要件を満たさず、資本参加免税の条件を

満たさない対象納税者が香港で受け取る配当収入は、

課税対象とみなされます。 
 

 

譲渡益 
経済的実体の要件を満たさず、資本参加免税の条件を

満たさない対象納税者が香港で受け取った譲渡益は、

課税対象とみなされます。 
 
知的財産収入 
対象納税者が香港で受け取った IP 収入がネクサスアプ

ローチに従わない場合、課税対象とみなされます。 

  

利息収入 配当収入 譲渡益 

経済的実体の要件 

資本参加免税 

知的財産収入 

ネクサスアプローチ 
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課税対象とみなされない所得の所定要件 

経済的実体 

適切な関連活動、つまり関連の受動的所得に関する実

質的な経済活動が、香港で実施されていることが必要

となります。納税者が純粋な持株会社であるかどうか

により、2 つのテストの適用が提案されています。 

 純粋持株会社の場合、関連する活動は、その資本

持分の保有と管理、および香港会社法順守への対

応のみとなります。    

 純粋持株会社でない場合、関連する活動には、必

要な戦略的意思決定、資産の取得・保有・処分に

係る主要なリスクの管理・引き受けが含まれま

す。 

適切に監督されていることが実証できるのであれば、

関連業務のアウトソーシングも認可されます。 

経済的実体の妥当性は、香港での従業員数や適格な費

用支出額によって測られます。コンサルテーションペ

ーパーにはベンチマークについての記載はありません

が、この点については IRD から実務指針が公表される

予定です。 

資本参加免税 

免税の対象となるのは、以下の場合です。 

 投資会社が香港居住者、または香港に恒久的施設

を有する香港非居住者である。   

 投資会社が被投資会社の株式または持分を 5％以

上保有している。   

 被投資会社から得られる所得の 50％以上が受動的

所得でない。 

資本参加免税の場合、特定の乱用防止ルール、すなわ

ちスイッチオーバールール、主要目的ルール、ハイブ

リッドミスマッチ防止ルールが設けられます。  

ネクサスアプローチ   

非課税となる知的財産収入の範囲を決定するために

は、ネクサスアプローチが適用されます。   

特許または機能的に同等の知的財産からの所得のみ

が、優遇税制の対象となります。商標や著作権などの

マーケティング関連の知的財産は優遇税制の対象外で

す（つまり、マーケティング関連の知的財産から得ら

れる知的財産収入は課税対象とみなされます）。 

一般的な乱用防止ルール 

FSIE の見なし規定を回避する意図のある取り決めは、

内国歳入法第 61 条および/または 61A 条に基づく一般

的な迂回防止規則の対象となります。   

一方的税額控除 

FSIE 制度の下で事業所得税が課されるオフショア受動

的所得に対して外国で事業所得税を支払った場合、適

用される二重課税協定がない場合でも、香港において

税額控除が受けられます。  

コンプライアンス要件 

経済的実体要件への準拠を検討する際に考慮される要

素（例えば、平均的な従業員数、関連する活動の性質

を考慮した資格、納税者の経営と管理の量的および質

的側面）を規定する実務指針が公表される予定です。

また、ネクサスアプローチの適用、資本参加免税と一

方的税額控除の規定についても説明がなされる予定で

す。 

政府の動きの背景 

政府は、FSIE の修正案が欧州連合の行動規範グループ

（ビジネス税制）との合意に基づくものであることを

明らかにしています。つまり、今後、実質的な規定が

修正される可能性は非常に限られていると思われま

す。このコンサルテーションペーパーは、税額控除、

実務指針、コンプライアンス要件など、実施面に関す

る意見を募集しているに過ぎません。   

この政府の主張のうち、特に注目すべきは下記 3 点で

す： 

 FSIE 修正案の主な目的は、国境を越えた納税回避

に対処することである。     

 多国籍企業グループのみが影響を受ける。オフシ

ョア事業を行わない独立した現地法人や、純粋な

現地グループに属する企業のオフショア所得は影

響を受けない。   

 修正された FSIE 制度によって財政収入を得ること

が、政府の目的ではない。   

発効日 

政府は 2022 年 10 月に改正法案を提出し、2022 年末

までに成立させ、2023 年 1 月 1 日から FSIE 規則が施行

される予定です。 
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BDO 論評 

FSIE 規則の修正は、進化する国際的な税務状況に対応

するために香港が導入している変更を継続するもので

す。香港の税制には、経済的実体、資本参加免税、ネ

クサスアプローチなど多くの新しい要件が導入されて

おり、総収入が 7 億 5000 万ユーロを超える大規模な

グローバル多国籍企業だけに影響を与えるものではな

くなりました。香港の中小企業、つまり他の司法管轄

区（英領ヴァージン諸島のようなオフショア司法管轄

区を含む）に親会社または子会社を持つ香港の事業会

社は、その対象となる可能性があります。   

以下のような、影響が考えられます。 

1. 源泉に関係なく対象納税者が適正な経済的実体を

持たない場合、利息収入に課税される可能性があ

ります。 

 

2. 資本性か収益性かに関係なく、株式や持分に関す

る譲渡益が課税される可能性があります。 

3. 対象納税者の源泉に関係なく、商標や著作権など

のマーケティングに関連する知的財産からの受動

的所得が、課税対象となる可能性があります。 

4. 経済的実体の要件及び所得の源泉を考慮する際に

矛盾が生じる可能性があります。 

5. 対象納税者への追加的な報告義務やコンプライア

ンスが負担となる可能性があります。 

納税者は、既存の組織構造における実体を再検討する

ことから FSIE 規則が企業グループに及ぼす潜在的な影

響を評価する必要があると思われます。 

ご意見、ご質問がある場合は、BDO の税務・移転価格

専門家に、お気軽にお問い合わせください。 
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